
 市民１人当たりの資産　約299万４千円
 市民１人当たりの負債　約163万５千円

平成25年度末

純資産残高

1,078億円

平成26年度末

純資産残高

865億円

213億円の減少

市役所からのお知らせ 市役所からのお知らせ

これまでに整備した施
設や現金などの資産
（前年度比△57億円）

資産 1,904億円 負債 1,039億円
将来の世代が負担す
る債務（地方債、退
職金など）
（前年度比156億円）

純資産 865億円
これまでの世代が負担
してきた正味資産
（前年度比△213億円）

【内訳】
公共資産  1,678億円
（道路、学校、病院など）
投資など　72億円
（出資金、基金など）
流動資産　154億円
（資金、税未収金など）

 市民１人当たりの行政コスト
 約88万４千円

その他のその他の
コストコスト
36億円36億円

コスト合計コスト合計
562億円562億円
前年比＋33億円前年比＋33億円

生活インフラ・生活インフラ・
国土保全国土保全
6.5％6.5％ 教育教育

5.2％5.2％

福祉福祉
51.0％51.0％

環境環境
衛生衛生
20.3％20.3％

産業振興産業振興
4.7％4.7％

消防3.8％消防3.8％ 総務総務
5.3％5.3％

議会0.4％議会0.4％
その他2.8％その他2.8％

人にかかる人にかかる
コストコスト
97億円97億円

物にかかる物にかかる
コストコスト
146億円146億円補助金など移転補助金など移転

支出的なコスト支出的なコスト
283億円283億円

③純資産変動計算書

純資産変動計算書

　年度末に、市が保有している施設、現金などの
全ての財産（資産）に対し、将来の世代が負担す
る債務（負債）と今までの世代がどのような財源
（純資産）で負担してきたかを表したものです。
「資産＝負債+純資産」と表の左右が一致し、バラ
ンスがとれていることからバランスシートと呼ば
れています。

①貸借対照表（バランスシート）純資産変動計算書②行政コスト計算書

　１年間の行政サービスのうち、財産とならない
福祉サービスや人件費などの経常行政コスト（費
用）とその財源である経常収益を表します。企業
における損益計算書に相当するものです。
※本図は経常行政コストのみです。内側の円は性
　質別、外側の円は目的別に分類したものです。
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用
語
の
説
明

■市民１人当たりの資産と負債　（【賃借対照表】資産÷人口、【賃借対照表】負債÷人口）
資産 平成26年 299万円 平成25年 306万円 県内市部平均 平成25年 290万円

負債 　　〃 163万円 　　〃 138万円 　　　〃 　　〃 112万円

■市民１人当たりのコストと収益　（【行政コスト計算書】経常行政コスト÷人口、【行政コスト計算書】経常収益÷人口）
経常行政コスト 平成26年 88万円 平成25年 83万円 県内市部平均 平成25年 81万円

経常収益 　　〃 37万円 　　〃 33万円 　　　〃 　　〃 28万円

■資金の流動比率　（【賃借対照表】資産のうち流動資産÷【賃借対照表】負債のうち流動負債×100）
　１年間の資金の安定性を表し、100％以下は借金の返済のために新たな借金が必要な状態です。昨年度と比較し
て、流動比率は減少していますが、県内他市と比較しても安定しています。

資金の流動比率 平成26年 190.7％ 平成25年 206.2％ 県内市部平均 平成25年 133.8％

■地方債の償還可能年数　（【賃借対照表】負債のうち地方債残高÷【資金収支計算書】経常的収支額）
　地方債残高が、通常見込まれる歳入と歳出の差額の何年分に当たるかを計算することで、地方債残高の程度をは
かることができます。昨年度と比較して、地方債残高が増加しているため、償還可能年数が長くなっています。ま
た、県内他市と比較するとほぼ平均的な数値となっています。

償還可能年数 平成26年 12年 平成25年 10年 県内市部平均 平成25年 11年

純資産変動計算書
④資金収支計算書

１年間の現金の流れを性質ごとに表したものです。

経常的支出経常的支出
490億円490億円
（＋９億円）（＋９億円）

公共資産公共資産
整備支出整備支出
66億円66億円
（（＋＋17億円）17億円）

投資・財務的投資・財務的
支出　86億円支出　86億円
（△４億円）（△４億円）

収入合計収入合計
637億円637億円
（＋17億円）（＋17億円） 経常的収入経常的収入

580億円580億円
（＋２億円）（＋２億円）

公共資産公共資産
整備収入整備収入
49億円49億円
（（＋＋14億円）14億円）

投資・財務的投資・財務的
収入　8億円収入　8億円
（（＋＋１億円）１億円）

26年度現金減　５億円26年度現金減　５億円
（△５億円）（△５億円）

※（　）内は前年度比

　貸借対照表にある純資産が１年間でどのように
増減したのかを表したものです。平成26年度は、
公営企業会計制度改正が大きく影響しました。

財務書類から市の財政状況の特徴や傾向を把握
　財務書類の各項目から、市の財務状況の特徴や傾向を把握することができます。
　また、各自治体でも作成しているため、他市と比較することが可能になります。

 市民１人当たりの純資産残高 約136万円

※人口は、平成27年3月末日の人口63,581人を用いています。

　いずれの数値も健全な状態で、
将来への負担も抑えられていること
から、健全な財政運営が行われて
いることが分かります！す！

2016年（平成28年）４月号　広報 ８

十和田市の財政状況は…

９ 広報　　　　　　　　2016年（平成28年）４月号

平成26年度

市の連結財務書類４表をお知らせします

【市全体】

普通会計（一般会計から駐車場事業分を除いた会計）
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険事業特別会計
水道事業会計
下水道事業会計

病院事業会計
地方卸売市場事業特別会計
温泉事業特別会計
駐車場事業会計

【一部事務組合】

十和田地域広域事務組合
十和田地区環境整備事務組合
十和田地区食肉処理事務組合
上北地方教育・福祉事務組合

青森県市町村職員退職手当組合
青森県市町村総合事務組合
青森県市長会館管理組合
青森県後期高齢者医療広域連合

【関連法人】
一般財団法人十和田湖ふるさと活性化公社
十和田市土地開発公社
一般財団法人十和田市体育協会

　平成26年度の市全体の財務状況を把握するため、市と関連する団体を含めた連結グループ
（下図参照）により財務書類４表（①賃借対照表、②行政コスト計算書、③純資産変動計算書、
④資金収支計算書）を作成しました。
　詳しい内容は、政策財政課窓口に備え付けの「平成26年度十和田市財務書類報告書」または
市ホームページをご覧ください。 問政策財政課財政係☎516713

【連結グループ】


